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本稿は，欧州移行経済諸国を対象とした人事労務管理研究において，移行経済を文脈とした研究を

取り上げ，社会主義的人事労務管理の制度的遺制，文化的遺制を論じている既存研究とその文献属性

との関係を実証的に検証した．市場経済への移行 25年間を経過した現在においても，欧州移行経済

諸国における経営や人事労務管理施策に見られる社会主義時代の遺制が重要な研究対象であり，（1）

特に社会主義体制下で重要な産業と位置づけられていた伝統産業において，旧社会主義的遺制を強く

意識した研究となること，（2）EU経済との質的な統合が進むにつれ，文化的遺制を根拠にした分岐

論は影を潜める可能性があるが，社会主義的制度遺制については引き続き重要な分岐論の根拠となる

可能性があること，などを明らかにした．そして社会主義的人事労務管理の遺制の影響が，今後も欧

州人事労務管理研究の多様性を浮き彫りにする特有の研究対象となることを論じている．

JEL Classification Codes : B15, M50, P20, P30

1．移行経済における HRM

社会主義体制を経験した中東欧諸国の人事労務管

理研究は，新たな研究開拓の場であった．社会主義

経済から資本主義経済への移行の文脈を重視して，

中東欧諸国を欧州移行経済（European Transitional

Economies : ETEs）と名付けたのは，Zupan and

Kase（2005*）1）であった．本稿は，欧州移行諸国に

おける人事労務管理研究において，遺制としての社

会主義的人事労務管理をどのようにその研究のなか

で捉えようとしてきたかを探る．

旧社会主義諸国は，社会主義的企業が色濃く宿し

ていた国家管理の強い中央集権的な企業構造と企業

文化を持っていた．そうした社会主義的企業は，市

場経済化に伴い，その企業構造と企業文化を市場に

適合した性格へと変貌させるという生き残り策を講

じなければならなかった．企業構造と企業文化の変

貌は，市場経済化に伴う外部環境の変化，それに伴

う企業の内部環境の変化と捉えることができる．

社会主義的企業の内部環境では，西側先進諸国に

おいて当然と見なされるような人的資源管理（Hu-

man Resource Management : HRM）施策は存在しな

かった．社会主義的企業の人事労務管理は，共産党

一党独裁のもとでの国家の労働者管理の末端と位置

づけられ，社会主義的企業の人事労務管理部門に相

当する部署が企業業績に関係する人事労務管理施策

をもって主体的に企業戦略に参加するようなメカニ

ズムはなかったといえる．

社会主義的企業における西側先進諸国規準の人的

資源管理施策の欠如は，HRMの機能や施策を社会

主義的企業に導入する新たな試みを市場経済化の過

程で課することになった．このことは，HRMを社

会主義体制になかった新たな制度として捉えるなら

ば，「制度的空白」に新たな市場経済に付随する制

度をミクロレベルの組織に移植するという試みであ

った．ただし，市場経済化は，「制度的空白」から

出発したのではなく，既存の制度，いわば社会主義

的企業が従来もっていた人事労務管理機能など制度

の遺産のうえに構築され，それをいかに西側流

HRM 機能に適応もしくは移行（transform）するか

が大きな課題であったといえる2）．

一方，旧社会主義国の市場経済化およびその後の

経済成長のなかで，海外からの直接投資が増え，多

くの多国籍企業が欧州移行諸国に参入した．そうし

た多国籍企業の子会社においては，旧社会主義企業

の合併買収による子会社化，もしくはグリーンフィ

ールド投資による子会社新規設立によって，旧社会

主義的制度や文化からの自由度は大きく異なるもの

の，本社の HRM制度・手法を子会社に移植する試

みは，重要な挑戦であった．

旧社会主義諸国企業の外部環境と内部環境の変化

を市場経済化および資本主義経済への移行と捉える
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なかで移行諸国の人事労務管理の研究を行う一方で，

移行諸国における企業の外部環境・内部環境の変化

を，市場経済化や移行と結びつけずに研究すること

も可能だろう．第一に，普遍的（Universalist）パラ

ダイムによる HRM研究ならば，現地に施行した米

国流人的資源管理施策とパフォーマンスとの関係を

検証することが第一義であり（Brewster 2006），移

行諸国のコンテクストは重要ではないとする研究姿

勢もありうる（笠原 2012；笠原 2014）．第二に，旧

社会主義諸国であった中東欧諸国の多くが EUに加

盟し，中東欧の研究文脈は移行諸国の枠組みから

EUのそれへと移行している場合もありうる．第三

に，旧社会主義諸国の市場経済化や移行の進度は

様々であり，移行諸国内部でさえも人的資源管理の

あり方は様々であるために，移行諸国の人的資源管

理や，移行諸国間もしくは移行諸国を一部含む国際

人的資源管理研究においては国別の違いそのものが

重要な視点となり，移行問題そのものは重要な比較

検討の要素でない場合もありうる3）．

そうしたなか，社会主義的遺制として移行経済諸

国に以前に存在した社会主義的人事労務管理は，移

行 25年を経過したなかで，移行研究においてどの

ように位置づけられているのだろうか．社会主義的

人事労務管理という遺制は，移行の進展のなかで，

さらには，欧州移行諸国の大半が EUに加盟するな

かで，すでに払拭された問題なのだろうか．それと

も，いまだに欧州移行経済における人事労務管理研

究を他の地域の人事労務管理研究と差別化する特色

として，現在でも重要な考察対象でありつつけてい

るのだろうか．本稿の問題関心の原点はそこにある．

これまで 2010年に Baltic Journal of Management

誌，2011年に Human Resource Management Jour-

nal誌で中東欧諸国や新興諸国を対象とした HRM

研究の特集が組まれ（Brewster et al. 2010 ; Cooke et

al. 2011），欧州移行諸国は HRM研究の研究開拓地

域であることが広く認識されるようになった．しか

し，移行問題，特に制度変化における経路依存性が

当該諸国・地域においてどれほど研究において重要

であるかについては，この研究開拓地域において十

分に検証されてこなかった4）．Brewster et al.（2010,

p. 147）は，中東欧移行諸国は何から移行しようとし

ているのかは明確であるにもかかわらず，何に移行

しようとしているのかは明確ではない，と論じる．

しかし，彼らが当然としている移行の出発点は，社

会主義経済という漠然とした旧体制のフレームワー

クであり，HRM論の俎上において，具体的に何を

棄却し，何を戦略的資源とし，どのような HRMを

追求しようとしているのか，必ずしも明確なわけで

はない．それゆえ，欧州移行諸国が経験した移行を

文脈に据えた人事労務管理の独自の体系的なサーベ

イ研究が必要なのである．中東欧移行諸国における

人事労務管理の研究傾向を，移行問題に焦点をあて

て分析するサーベイ研究はこれまでほぼ皆無であっ

た．欧州移行諸国における人事労務管理研究の枠組

みで移行がどのように語られてきたかを体系的に分

析し，社会主義的人事労務管理という遺制研究をそ

のなかに位置づけることで，そうした研究の空白を

埋めるとともに，移行経済論の経路依存性研究の一

端としての貢献を行うことを本稿は目的としている．

2．文献調査方法と基本抽出文献の研究属性

2. 1 文献調査方法

本稿では，Web of Science，EconLitを利用して

1989年から 2013年までに出版された文献のなかで，

Human resource management（HRM）もしくは Per-

sonnel managementを第 1キーワードとして，第 2

キーワードに Transition, Transition economies,

Post-socialist, Post-communist, 中東欧諸国 21 カ国

の国名（アルバニア，ボスニア・ヘルツェゴビナ，

クロアチア，チェコ，ハンガリー，ポーランド，ル

ーマニア，セルビア，スロヴァキア，スロヴェニア，

ブルガリア，コソボ，マケドニア，モンテネグロ，

モルドバ，エストニア，ラトヴィア，リトアニア，

ロシア，ウクライナ，ベラルーシ）のいずれかを加

えて and 検索し，英語論文でないもの，人事労務

管理に関する論文でないもの，中東欧諸国を含まな

い論文，国際比較においては比較対象国の 3分の 1

以下が中東欧諸国である論文を除き，抽出した論文

を文献調査の対象としている．また，レビューや研

究コンセプトのみを提示し，各国の人人事労務管理

の分析を，記述的であれ，実証的であれ行っていな

い論文も排除している．また，分析対象は学術誌に

掲載された英語論文であり，書籍として出版された

ものは含めていない．この結果，リストアップされ

た文献は 209編となった5）．

リストアップした論文の中から，社会主義経済・

管理手法から資本主義経済・管理手法への移行に関

わる要素をなんらかの形で論文に明示している論文

を，移行問題を含む論文として抽出した．こうして

抽出した論文を基本抽出文献と呼ぶ．抽出は，次の
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ように行った．それぞれの論文を導入部，分析部，

結論部の 3つの構成に分け，それぞれの箇所で移行

に関する言及を取り上げ，3つの構成のうちひとつ

でも移行に関わる要素を言及しているものを選び出

した．このようにひとつの論文を 3構成に分けて移

行に関わる言及を取り上げた理由は，第一に，導入

部での移行に関する言及は，それがたとえ分析や結

論において移行問題を正面から取り上げなくとも，

移行経済国を対象とした研究であることを論文の著

者が意識していることを表し，分析部や結論部にお

いて仮説に移行問題を反映させて検証するか，論述

し分析されている場合には，移行要因が重要な説明

要因か説明対象になっていることを示しているから

である．移行に関わる要素は，具体的には，社会主

義時代から継承する文化・価値，制度，経営施策に

関する言及，社会主義時代に欠如していた文化・価

値，制度，経営施策などに関する言及，市場経済化

に関わる主要トピックへの言及（国営企業民営化，

移行期経済社会環境変化など）を表す．西側文化へ

の適用と論じながらも，移行要因に関わらないもの

もある．例えば，Ardichvili et al.（1998）は，西側人

材開発施策へのロシアへの移植について，ロシアの

起業家たちの強い集団主義的傾向を指摘し，それを

鑑みた施策の必要性を論じているが，ここでの集団

主義を社会主義時代に形成されたものとしてではな

く，ロシア固有の文化として扱っており，この場合，

基本抽出文献には含めていない．逆に，後に論じる

ように，同じ集団主義的性格に関しても，基本抽出

文献に取り上げられた論文では，その性格を社会主

義的刻印の強い集団主義的価値体系として提示して

いる．このように抽出した結果，83編を基本抽出

文献として特定した．

2. 2 基本抽出文献の研究属性

市場経済化は，計画経済のもとでの企業の人事労

務管理を市場経済に適合した人事労務管理へと移行

させる必要があった．社会主義企業の人事労務管理

は，単に市場経済に適合した人事労務管理へと移行

するだけでなく，西側諸国で広く生じた伝統的人事

労務管理（personnel management）から人的資源管

理（human resource management）への移行もまた

要求されるという意味で，二重の移行を課題として

いた．

人事労務管理，そしてそのなかでも特に企業の戦

略性を持たせた HRMとは何かを本稿で狭く定義す

る必要はない6）．実際，HRM の定義さえも，硬軟

両方の意味をもち，従来の人事労務管理の別の表現

としても使われている（Syed and Jamal 2012）．中

東欧諸国にとって，市場経済化以降に西側世界から

もたらされた HRMは，社会主義体制下で行われて

いた管理手法とは全く異なるものであった．旧ソ連

時代の社会主義的人事労務管理の基本的な役割は，

従業員登録，年金，兵役管理，労働時間管理，国家

統計業務，採用・異動・表彰・解雇・職業訓練など

人事関係に関わる書類上の管理業務が中心であった

（堀 江 2011, Kazlauskaite and Buciuniene 2010*,

Pieper 1992）7）．

我々が文献調査を行った範囲で，英語文献では

Pieper（1992）が旧社会主義圏の管理を社会主義的

HRMとして論じたのが，HRMという言葉が欧州

移行経済諸国の文脈で論じられた論文としては最初

の論文であった．とはいえ，Pieper のいう社会主

義 HRMは，西側 HRMとコンセプトが全く違うと

論じており，社会主義体制下の人事労務管理を理解

するための基礎文献と言える．1993 年には Bang-

ert and Poor（1993）がハンガリーへの多国籍企業の

進出が HRMに与えた影響を論じている．市場経済

化が始まってまもなくのロシアでハイパフォーマン

ス・ワーク・プラクティスの積極的な導入を提唱す

る Luthans et al.（2000）などアメリカの HRM研究者

たちは，アメリカで実施した一連の経営者行動の調

査をロシアの経営者行動研究に適用し，ロシアの工

場経営者が伝統的な経営手法とコミュニケーション

活動を重視する一方で，HRMへの関心は比較的低

く，ロシア企業はより成果主義的な報酬システムに

転換していくべきことを論じている（Luthans et al.

1993*）．おおよそ，1993 年が中東欧移行諸国を対

象とした本格的な HRM研究の開始年であったと言

える．

図 1を見てもわかるように，移行問題に関わる抽

出論文は，移行初期からコンスタントに論じられて

いる．しかし，2000年以降の基本抽出が 90年代と

比較すれば，格段に多いことを考えれば，2001年

以降の傾向から，着実に，そして，よりコンスタン

トに移行文脈をベースとした人的資源管理関連論文

が発表されていることが看取される，と言える．

このことは，欧州移行諸国の人事労務管理を研究

する者の属性にも大きく影響を与えるかもしれない．

社会主義体制下，HRMを専門とする教育は社会主

義諸国においては行われていなかった．移行初期に
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おいて中東欧諸国の多くの企業で HRMスタッフが

HRMの専門教育を受けて登場することはなかった

と言える．それゆえ，西側諸国の高等教育機関で

HRMの専門教育を受けた者以外，自国で HRM教

育を受けて自国企業の HRM確立に貢献することが

できるようになるには，相当のタイムラグが必要で

あった．一方，多国籍企業の現地駐在員が本社の

HRM施策を現地に移植し，普及させる伝道師的役

割を果たすことは，これまでも戦略的 HRM

（SHRM）研究においてはよく見られる研究であった．

それは，企業現場において，人事労務管理担当者が

欧州移行経済諸国では重要な役割を与えられてこな

かったことに加えて，現代的 HRMの専門知識・技

能・人材が決定的に不足していたからである．こう

した企業の HRM担当者と同じように，研究につい

ても旧社会主義体制下においては HRMに関する研

究者リザーブは皆無に等しく，社会主義的人事労務

管理を専門としてきた研究者が新たに HRMに取り

組むか，留学等によって西側で HRM教育を受けて

研究者になった者，あるいは西側諸国ベースで

HRM研究を行ってきた中東欧諸国以外の出自をも

つ研究者が，当該地域の HRM研究に取り組むこと

になる．

基本抽出論文の共著者を含めた著者の所属機関所

在地（延べ数）は，中東欧移行諸国にある機関の研究

者が全体の 36.5％を占め，西側諸国所在の研究者

が約 6割を占める．旧ソ連諸国では，ロシアを除け

ば基本抽出文献に関わった著者は皆無であった．新

規 EU加盟国のなかではスロヴェニアの大学に所属

する研究者（11名）とポーランドの研究者（9名）とリ

トアニア（8名）が目立っている．非 EU加盟国は，

セルビアの研究者のみであった．第一著者だけに注

目すれば（表 1），やはり米国に所属機関をもつもの

が最も多く，英国に所属機関をもつ者を加えると約

半数となる．それでも，3割程度が欧州移行経済諸

国に所属機関をもつ者で，欧州移行経済諸国におけ

る移行を文脈とする人事労務管理研究に取り組んで

いる．

欧州移行諸国は，2004年にポーランド，チェコ，

スロヴァキア，ハンガリーなどの中欧諸国とバルト

三国，そして東南欧諸国のうちスロヴェニア8）が

EUに加盟し，2007年以降に東南欧諸国のうち，ブ

ルガリア，ルーマニア，クロアチアが加盟し，残り

の東南欧諸国であるアルバニア，ボスニア・ヘルツ

ェゴビナ，セルビア，コソボ，マケドニア，モンテ

ネグロは，EU非加盟国である．こうした EU加盟

時期および EU加盟・非加盟の違いが，HRM研究

における移行問題の扱いに大きく影響を与えるかも

しれない．ただ，表 2でわかるように，EU加盟国

の中欧諸国を研究対象にした基本抽出文献が大きな

比重を占めており， 本稿で東南欧に含めたスロヴ

ェニアを対象とした論文が 11編あり，東南欧諸国

のなかで EU加盟が遅かった諸国といまだ非加盟国

である諸国を対象とした研究は多いとはいえない．
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図 1．発行年別基本抽出文献数

出所） 筆者作成．

17261822文献数

その他欧州移行諸国英国米国地域

表 1．第一著者所属機関所在地

出所） 筆者作成．

20.50％31.30％21.70％26.50％割合



スロヴェニアを対象とした研究の多さは，うち 8編

はスロヴェニアのリュブリャナ大学経済学部所属の

研究者が含まれることによるものであり，そのうち

4 編は Zupan が執筆者のひとりとなっている論文

である．Zupan が執筆者に加わっていない他 3 編

は Zupanが執筆者のひとりとなっている論文を少

なくともひとつは引用している．特定の研究機関と

執筆者の積極的な研究成果の公表が研究対象地域の

分布に大きな影響を与えている．

さて，社会主義的遺制は，旧ソ連時代において支

配的であった産業において，根強く継承されている

であろうことは，容易に想像がつく．社会主義計画

経済のもとでは，機械製作，電子工学，防衛，通信

設備のような基幹工業がソ連において全連邦省の直

接監督を受けていたことから考えると，製造業（本

稿では分析の便宜のため，製造業と建設業をこの区

分に入れている），鉱業（本稿では分析の便宜のため，

電気，ガス，水道や熱供給もこの区分に入れてい

る）は，ソ連時代の伝統的産業と言える．また，サ

ービス産業においても伝統的なサービス産業と現代

的サービス産業に分けられよう．社会主義時代にも，

小売・卸売，運輸，宿泊・飲食業はあったし，公務

や教育も含め，伝統的三次産業として位置づけられ

る．一方，情報通信業や金融・保険業，不動産など

は，市場経済化以降に発展したサービス産業として

位置づけられ，専門・科学・技術サービス・管理・

支援サービス業や保健衛生・社会事業も合わせて，

現代的第三次産業とすることが出来よう．製造業と

伝統的三次産業を研究対象とする論文は過半数を超

え（表 3），移行経済，特に社会主義的遺制への注目

を特色とする論文においては，社会主義時代におい

て支配的であった産業を研究対象にする傾向がある

のではないかと推察できる．

3．欧州移行諸国における人事労務管理研究におけ

る社会主義的遺制

3. 1 移行問題の焦点

我々の関心は，社会主義的遺制が欧州移行経済諸

国の人事労務管理研究において，これまでも，そし

て，これからも移行経済を特色づける重要な要素で

あるかどうか，ということである．移行を研究の視

座に置く論文ならば，社会主義時代の何を問題とし，

何をもって移行たらしめているかが，重要である．

その場合，人事労務管理においては，社会主義時代

に機能していた制度や経営者・管理者・従業員行動

が埋め込まれた文化を出発点として，それがどのよ

うに市場経済に適した制度に変化したか，欧米流の

制度に取って代わったか，彼らの行動がどのように

市場経済に適した価値観や態度に変化したか，が移

行の焦点となる．本稿では，それぞれの論文が人事

労務管理を分析するにあたり，移行において焦点と

なる旧体制の残滓もしくは移行に必要とされている

要件の欠如をコーディング対象とした．つまり，移

行を阻害する要因，移行が停滞している状態，社会

主義時代の遺制の分析，過去の制度の進化，移行の
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29.132

26ロシア

旧ソ連

％対象地域別
文献数小計文献数国地域

表 2．研究対象地域

中欧

1モルドバ

3ウクライナ

2ベラルーシ

東ドイツ

13チェコ

5ハンガリー

38.242

17ポーランド

4ブルガリア

21.824

6ルーマニア

東南欧

6スロヴァキア

1

1
ボスニア・ヘ
ルツェゴビナ

1セルビア

11スロベニア

5リトアニア 10.11

5エストニア

バルト

1
旧ユーゴスラ
ビア

出所） 筆者作成．

100110合計

0.911欧州移行経済全般

1ラトビア

23.60％21伝統的三次産業

34.80％31製造業

2.20％2鉱業

のべ論文数に占める割合延べ論文数産業区分

表 3．研究対象産業

出所） 筆者作成．

14.60％13その他（産業特定なし）

24.70％22現代的三次産業



前提条件の欠如，移行に必要とされる能力の欠如な

ど，欧州移行経済における人事労務管理研究におい

て移行を説明する様々な要因をコード化した．それ

を集約し，基本抽出文献を特色づける作業を行った．

基本的には，論文の全体的な主旨に合致するものが

ほとんどである．ただし，中には人事労務管理が論

文の研究対象の一部分であり，全体とは異なる移行

の説明を行っているものがある．それらについては，

人事労務管理分野の分析の論述のなかに，移行問題

の焦点を求めた．

こうした視点から基本抽出文献を 3つに分類・集

約した．第一分類は，社会主義的労務管理から西側

人的資源管理への移行もしくは計画経済的経営手法

から西側経営手法への移行（HRM 施策，経営手法

の制度移植を含む）などの管理施策・手法・制度の

移行，労使関係，従業員参加，従業員・経営者の教

育・学習といった広く人事労務管理に直接関わる問

題群を扱うものである．これを「人事労務管理施策

問題群」と名付ける．ここでは，主に社会主義的人

事労務管理の遺制が研究対象となっている．第二分

類は，「文化的遺制問題群」とし，社会主義起因の

国民文化や企業文化，それに根ざした従業員・経営

者の価値観や態度を遺制として研究対象にしている

ものを含めている．第三分類は，上記二分類に分類

できないものを「その他の問題群」としてまとめた．

各分類に分けられた基本抽出文献を特定できるよう

に，その振り分けについては堀江・雲（2014）の補遺

を参照されたい．

全体としては，3つの大分類にバランスよく散ら

ばっている（表 4）．興味深いのは，ポーランド，チ

ェコ，スロヴァキア，ハンガリーなどの中欧諸国と

バルト三国，そして東南欧諸国のうちスロヴェニア

が EUに加盟した 2004年を境にどの分類でも同じ

く論文数が増えていることである．これは，欧州移

行経済諸国全体の移行の進展にもかかわらず残存す

る旧体制の遺制を，それぞれの国の独自のモデルや

経路依存性で説明しようとしているから

であると推察できる．例えば，Skuza et

al.（2013*）は，最近の論文であるが EU

加盟国のポーランドを対象とし，しかも，

社会主義に埋め込まれた経営施策，

HRM機能の未発達，国内企業に色濃い

共産主義の遺産や性格，個人的なコネに

依存する社会主義時代の体質などポーラ

ンドの旧社会主義的遺制を非常に意識し

た論文である．Zientara and Kuczynski（2009*）もま

たポーランドの地方行政機関を対象とし，社会主義

時代の人事労務管理施策がそのまま継承され，現代

的な HRM施策が未発達であり，社会主義的官僚主

義がいまだに現代ポーランド行政に根付いている姿

を描いている．Gurkov and Settles（2013*）も最近の

論文であるが，ロシアの HRM施策の旧ソ連的性格

を描き出し，しかもそれらが安定的であることを検

証することでロシアの HRMの経路依存的性格を説

明している．

3. 2 移行の決定要因の構図

3. 2. 1 人事労務管理施策問題群

具体的にそれぞれの大分類の中身を検討していこ

う．人事労務管理施策問題群は，人事労務管理諸施

策の移行を対象としたもの，労使関係や従業員参加

などの変化や強化を移行として捉えているもの，新

たな経営や人事労務管理への適応や諸施策の受容能

力・学習を移行として捉えているものに分かれてい

る．経営近代化の過程のなかで，社会主義的人事労

務管理にはなかった西側 HRM施策の導入，社会主

義的人事労務管理から現代的 HRMへの移行は，こ

の問題群の共通した中心課題である．

ただし，その論調はいくつかの傾向に分かれる．

旧態依然とした社会主義時代の労務管理手法の残存

を論じる論文と，欧州移行国にそもそも HRM施策

や HRM専門管理者が欠如・不在であったことを前

提として西側 HRM施策の導入の程度，機能の程度，

発展の程度を考察する論文である．前者は，欧州移

行経済諸国の人事労務管理の経路依存性が現在の

HRMのあり方に強く影響を与えていることを重視

する．ただし，社会主義時代に施策が存在しなかっ

たことも含め，我々は社会主義的遺制と考えたい．

この人事労務管理施策問題群に代表される社会主義

的遺制こそ，我々が最も注目する社会主義的遺制で

ある．
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101110文献数主な欧州移行諸国の EU
加盟以前（2003年以前）

その他の
問題群

文化的遺制
問題群

人事労務管理
施策問題群移行モード

表 4．移行の決定要因の分布

全体文献数

54.50％59.30％70.60％割合

121624文献数主な欧州移行諸国の EU
加盟以後（2004年以後）

45.50％40.70％29.40％割合

出所） 筆者作成．

222734



人事労務管理諸施策の移行を論じている論文は

23編あったが，そのうち，ロシアを対象としたも

のが 8編で，ウクライナ 1編，リトアニア 1編を含

めて旧ソ連諸国を対象とした論文は全体の約 4割強

を占めている．ハンガリー，ポーランド，チェコな

ど中欧諸国を対象としたものが 7編，東南欧諸国を

対象としたものが 6編である．東南欧諸国を対象と

した 6 編のうち，3 編は Zupan が執筆者のひとり

となっている論文であり，スロベニアを対象として

いる．

欧州移行諸国が社会主義時代に行っていた人事労

務管理が現在でも根強く残存しているとする指摘は

多くある．しかも，社会主義人事労務管理の特徴は，

欧州移行経済でほ ぼ共通している．Lupina-

Wegener（2013*）と Kazlauskaite and Buciuniene

（2010*）は，それぞれポーランドとリトアニアを対

象国としているが，両国の社会主義時代の人事労務

管理を東ドイツの社会主義人事労務管理の諸特徴を

描いた Pieper（1992）に準拠して描いている．Piep-

er（1992），Lucas et al.（2004*），Kazlauskaite and

Buciuniene（2010*），Maroudas（2001*）らが描く社会

主義人事労務管理の諸特徴をまとめると次のように

なる．社会主義的人事労務管理は，管理（manage-

ment）ではなく行政（administration）であり，人事

労務管理は政治的社会的役割を第一義的としていた．

このことは，人事計画や報酬制度は中央政府により

行われ，企業レベルでの采配の余地は小さかったこ

とを表す．また，社会主義的人事労務管理を企業レ

ベルで担当した部署は，カードル課（cadre depart-

ment）に象徴され，その構成員は共産党員とされて

いたがゆえに共産党による監督手段であったことを

表している．自由な労働市場は存在せず，全部雇用

の原則のもと，従業員の評価やモチベーションを考

慮する機能は，企業の人事労務管理にとって重要な

要素ではなかった．それゆえ，企業レベルでの人事

採用・選考も存在しなかった．

移行の出発点は，こうした社会主義的人事労務管

理であり，移行経済における社会主義的人事労務管

理の残存が，この分類で特定された論文の中心的な

問題関心となっている．基本抽出文献でも，Bogi-

cevic Milikic（2006*）は，現代セルビア企業の HRM

施策においても社会主義時代の労務管理手法に相当

する管理施策ばかりが実施される傾向があるとし，

旧態依然とした HRM 体質を指摘している．Cyr

and Schneider（1996*），Gurkov and Settle（2013*），

Fey, et al.（1999*），Kazlauskaite and Buciuniene

（2010*），Lucas et al.（2004*），Zupan and Kase

（2005*），Zupan and Ograjensek（2004*）なども，欧

州移行諸国に残存する旧態依然とした人事労務管理

を指摘している．Clarke（2004*）は，旧来と変わら

ない人事労務管理，現場の管理（shop floor manage-

ment），報酬制度，規律など現代ロシア企業，特に

製造業労働現場においてソビエト的伝統が継承維持

されている実態を明らかにしている．Trappman

（2007）も，伝統的なロシアの鉄鋼企業において，人

事労務管理が現場労働に及んでいないことについて

言及しているが，こうした労働現場レベルでの観察

は，特に社会主義工業化の象徴であった製造業など

において顕著に見られる．

一方，移行経済における社会主義的人事労務管理

の残存よりも，西側的 HRM施策の欠如に着目した

研究も，移行経済における人事労務管理研究では重

要な領域である．例えば，Bjorkman et al.（2007*）は，

過去の遺制の残存への着目ではなく，資本主義的な

ビジネススタイルの歴史的欠如を問題とし，職業訓

練，業績評システム，業績ベースの報酬システム，

業績ベースの昇進システムなど HRMの施策が欠如

しているがゆえに，ロシアの外資系企業はそれらの

施策を重視するという仮説を立てている．西側

HRM施策の導入の程度，機能の程度，発展の程度

を考察する論文については，Feyや Bjorkmanらが

積極的な貢献を行ってきた．彼らは，ロシアにおい

て西側人事労務管理施策が企業業績に与える影響に

ついて，従業員のモチベーション，トレーニング，

ジョブ・セキュリティなどいくつかの要因を用いて

検証し，西側人事労務管理の適応性を分析している

（Fey, et al. 2000, 2003, 2009 ; Bjorkman et al. 2000,

2007*）．こうした研究もまた，旧社会主義国におけ

る HRM施策の歴史的欠如を分析の出発点としてい

ると言える．

HRM施策と企業パフォーマンスの関係に関する

分析については，基本抽出文献は少ない．基本抽出

文献では，Judge et al.（2009*），Zupan and Kase

（2005*），Zupan and Ograjensek（2004*）らが，HRM

施策と企業パフォーマンスの関係に関する分析を行

っている．基本抽出文献以外では，Fey et al.（2000,

2009），Fey and Bjorkman（2001），Kazlauskaite et

al.（2012），Buciuniene and Kazlauskaite（2012）など

散見されるが，移行要因には触れておらず，基本抽

出文献から除外されている．また，Welsh et al.
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（1993）は，もともとの検索には引っかからなかった

のだが，初期の重要な文献である．彼らは，人事労

務管理の 3分析要素として，パフォーマンスに応じ

た外生的報酬，行動管理（評価や認知といった監督

者による社会的報酬），参加（監督者を除いた参加者

による職務充実や職務再設計）をとりあげ，それら

がどのようにワーク・パフォーマンスを引き上げた

かということの調査を行った．この調査では，外生

的報酬や行動管理においてはパフォーマンスが上が

ったことは証明できたが，参加については逆効果で

あったとしている．

3. 2. 2 文化的遺制問題群

文化的遺制問題群では，経営者・管理者・従業員

の態度や価値観，そして，国民文化，企業文化，経

営文化など企業をとりまく文化的側面を取り上げる．

従業員・管理者の態度・価値観に分類した論文は，

11編あるが，そのうち従業員の態度・価値観を対

象としたものは 6編，経営者・管理者を対象とした

ものが 5編であった．従業員の態度・価値観につい

ては，社会主義体制の遺制として，西側諸国の従業

員行動とは異なる性格が移行の出発点となる．社会

主義を経験した諸国と伝統的な資本主義諸国との仕

事に対する態度・価値観の比較分析（Alas and Rees

2006*），新たな HRM施策が仕事満足度や組織コミ

ットメントに与える影響（Zientara and Kuczynski

2009*），組織エンパワーメントが従業員態度に与え

る影響（Kazlauskaite2009*）などがそうした研究に

当てはまる．他方，従業員の個人特性（personality

traits）や心理的契約（psychological contracts）と従

業員のパフォーマンスの関係を探る研究（Linz and

Semykina 2009* ; Kase and Zupan 2007*）も，パフォ

ーマンスの向上を遮る社会主義諸国特有の従業員態

度を前提にしているという意味で，欧州移行経済に

は西側で前提とされる従業員態度・価値観が欠如し

ていることを移行の出発点としている．

経営者・管理者の価値観としては，経営者の市場

志向，西側 HRM導入に対する経営者の態度など，

新たな市場環境や新たな施策への態度を論じる研究

がある一方で，社会主義時代の集団主義的価値観の

残存，伝統的集団主義的価値観から欧米経営者価値

観への収斂を経営者・管理者の態度から分析する研

究がある．前者は，例えば，人事労務管理において

どの程度 HRM施策に優先度を与えているかを論じ

る Constantin（2006*）のように，HRMそのものがな

かった旧社会主義時代の人事労務管理を移行の出発

点として，移行経済期における西側流 HRMの導入

に対し，企業の規模や事業内容によって経営者の態

度がどのように異なるのかを分析している．他方，

後者では，伝統的な集団主義的価値観に移行の出発

点を求め，それが個人主義（Stan and Evans 1999*）

や起業家精神に富む新たな経営者像（Puffer et al.

1997*）や米国流経営者像（Alexashin and Blenkin-

sopp 2005*）へどのように収斂するかを論じている．

もちろん，一方的な収斂・非収斂を論じているわけ

ではなく，Stan and Evans（1999*）のように，中東

欧諸国の集団主義的価値から個人主義的価値への経

営者の変化を社会主義から資本主義への移行および

民営化に結びつけながらも，集団主義的価値と個人

主義的価値は相補的であり，それがハイブリッド型

価値体系を生み出す可能性を積極的に評価するなど，

払拭すべき価値観ではなく，伝統的価値観を肯定的

に論じている．文化的要因面での収斂論は，文化的

違いはあっても経営者の態度と行動には違いが生み

出されないことを主張し，分岐論は各国間に経済的

社会的近似性があっても経営者個人は文化に根ざし

た異なる価値観をもつことを主張する．Stan and

Evans（1999*）の研究は，異なる文化が遭遇した場

合に生まれるハイブリッド型の新しい価値を論じる

第三の研究軸であると言える9）．

経営者の価値，経営価値，組織文化，国民文化の

源泉は，「特定の時期の特定の社会が広く共有する

心情や価値」（Ralston et al. 1993, p. 250）にあり，そ

れゆえに経営者の意志決定や行動に影響を与えると

いう意味では，経営者・管理者・従業員の態度や価

値観と国民文化や企業文化は，切っても切り離せな

い関係にある．ただし，企業外部環境群で特定した

文化的側面は，社会主義的性格刻印の強い集団主義

的価 値体系（Fey and Denison 2003* ; Giacobbe-

Miller et al. 2003* ; Puffer et al. 1997* ; Stan and Evans

1999* など），社会主義的管理由来の権力格差を反

映する恩顧主義（Letiche 1996*），権威主義的・官

僚主義的性格（Dalton and Druker 2012* ; Kustin

2006*），共産主義的平等主義（Dalton and Druker

2012* ; Crow 1998* ; Giacobbe-Miller et al. 2003* ;

Waldu and Budhwar 2011*），社会主義に埋め込ま

れた思考・イデオロギー（Fey and Denison 2003），

homo sovietcus ともいうべきソビエト的文化・メ

ンタリティ，ソビエト的パーソナリティ（Szalkow-

ski 1996* ; Szalkowski and Jankowicz 1999*），移行期

由来の低信頼（Pucetaite et al. 2010*）など，社会主
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義体制において国民文化や組織文化に埋め込まれた

ものである．

文化的に特殊な行動様式をもつ国においては，そ

の国民文化・組織文化はその国特有の人事労務管理

モデルを理解するうえで重要な要因である（Brew-

ster and Bennett 2010*）．ホフステードは，権力格

差（power distance），集団主義対個人主義（collecti-

vism vs. individualism），女らしさ対男らしさ（Fem-

ininity vs. masculinity），不確実性の回避（uncer-

tainty avoidance）といった国民文化の次元により文

化的価値観の同定を行った．しかし，ホフステード

の研究では，中東欧諸国を対象とした調査が行われ

ていなかったために，市場経済化以降，中東欧諸国

へのホフステード調査の援用が積極的に行われるよ

うになった（Hofstede 1993 ; Alexashin and Blenkin-

sopp 2005* ; Kustin 2006*など）．ホフステードを引

用文献に含めている論文は，基本抽出文献中 20編，

全体の 24.1％を占める．

ホフステード自身の調査では，国民文化の違いを

同定することを目的としており，それがどのように

歴史的に形成されてきたかが問題ではない．ホフス

テードの関心であった米国流経営理論の適用に対し

国民文化の違いが制約条件となるかどうか（Hof-

stede 1993）は，近代的な経営理論の移植，現代

HRM施策の移植を目論む移行諸国にとっても共通

したものである．Caper（2011）は，ルーマニアにお

ける多国籍企業の地元従業員に着目し，彼らがルー

マニアの国民文化を多かれ少なかれ反映する多様な

文化的性格を示し，必ずしもルーマニア従業員間で

その文化的性格が共有されない状況を描いている．

この研究の文化的コンテクストのなかに，ルーマニ

アの社会主義の経験は描かれていない．集団主義的

文化要因を強く社会主義の経験に結びつける研究が

ある一方で，社会主義的経験と集団主義を結びつけ

ない研究も多い．基本抽出文献のなかにも，移行問

題を背景としながらも，文化要因を社会主義の経験

と結びつけてない論文もある（Costigan et al. 2005*）．

それゆえ，彼らの論文は他にも Costigan et al.

（2006），Costigan et al.（2011）などが機械的検索で

はリストアップされたものの，移行要因への言及は

全くなかった．

国民文化，組織文化を社会主義的経験と結びつけ

ることは，少なくとも中東欧諸国の現状を移行経済

と見なし，社会主義時代の刻印をもつ文化的要素を

いまだ払拭できていない遺制としてとらえたり，欧

米世界と区別する重要な歴史的刻印としてとらえた

りしているが故である．ルーマニアを対象とした

2012 年の Dalton and Druker（2012*）の論文やボス

ニア・ヘルツェゴビナを対象とした同年の Hirt and

Ortlieb（2012*）など，近年でも中東欧南部では，歴

史的遺制としてのその国に埋め込まれた文化的要素

が，いまだに移行の重要な論点になっている．

3. 2. 3 その他の問題群

その他の問題群は，これまでの社会主義的人事労

務管理施策や文化的遺制以外の問題群をまとめてい

る．経済の諸制度の変化，民営化や買収や直接投資

の影響による所有構造の変化，そして未熟な労働市

場や経営者・管理者層の労働市場の発展，経営スタ

イル，経営者あるいは管理者への信頼やリーダーシ

ップ論，そして，経営者・管理者の交代などが論点

として含まれる．

外的制度変化，所有構造，労働市場など企業組織

外部の制度変化に関する論文は，8 編ある．Tung

and Havlovic（1996）に代表されるように，移行初期

の段階から移行期の社会経済環境が HRM施策に与

える影響を分析する研究はあるが，移行の決定要因

としてこれらを研究対象とした抽出論文は，少なか

った．移行による政治・法制・社会環境など外的環

境の急速な変化を移行期の特徴とした論文としては

Jarvalt and Randma-Liiv 2010* ; Karhunen 2008*,

Weinstein and Objoj 2002*を挙げることができる．

Jarvalt and Randma-Liiv（2010*）は，移行要因を急

速に変化する環境に由来する不安定性に求めている．

民営化は，移行経済の文脈でよく取り上げられて

いるものの，所有構造の違いを移行の決定要因とし

ているものは意外に少なかった．Ivanova（2007*）は，

新たな民営企業と従来型の生産を維持する国営企業

との間の所有の違いというビジネス環境の相違が中

間管理職の意志決定に与える影響を論じている．

Russel（2002*）も民営化と所有構造に着目するが，

ロシアでは所有構造の違いが従業員の意志決定にな

んら影響を及ぼさなかったとして，旧ソ連時代の雇

用関係が色濃く反映されていることを論じている．

Wright et al.（2002*）は，中東欧諸国研究事例のメタ

分析から，バウチャー買い占めなどによる内部経営

者・従業員主導の民営化が，従業員重視の HRM戦

略に帰結することを検証している．

経営者・管理者労働市場の未発達を論じるものと

して，Jones et al.（1995*）が挙げられるが，ここに分

類しなかった論文のなかにもこのことを指摘するも
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のはある（Eriksson 2005* ; Muravyev 2001*, 2003* ;

Ryan 2006*）．これらに共通するのは，社会主義時

代の経営者・管理者の役割が現在求められる役割と

は異なり，彼らが市場経済に適合したスキルを持た

ず，移行期において労働市場に十分な経営者・管理

者のストックがないことを移行の障害としている点

である．

経営スタイル論やリーダーシップ論なども，この

問題群に含めた．社会主義時代の経営者（Red Exec-

utives）は，社会主義時代の経営スタイルを象徴し，

その行動様式は本質的に資本主義諸国の経営者行動

とは異なる．そのため，移行経済においては，社会

主義時代からの経営者がどのようなリーダーシップ

を発揮しているのか（Linz 1996* ; Fidrmuc and Fidr-

muc 2006*），市場経済に適合したリーダーシップを

どのように発揮しているのか（Barton and Barton

2011*）を，企業パフォーマンスや国営企業，民営企

業，および外資系企業といった所有形態で明らかに

しようとする研究や，そのリーダーシップを社会主

義的行動様式がいかに阻害しているかを明らかにし

ようとする研究（Solomakhin and Ekaterinoslavsky

1994*）など，社会主義時代の経営スタイルから移行

期経営スタイルへの移行が問題関心となっている．

また，経営者・管理者の交代について論じている

ものも 7編あった．そのうち，旧ソ連諸国のロシア，

ウクライナに関する論文 3編は，すべてMuravyev

が関わる研究で，ロシアについては，経営者交代の

頻度に所有構造が大きく影響するという認識のもと

に旧国営企業の民営化による企業のインサイダー所

有が経営者交代を抑制する傾向（Muravyev 2003*）

や移行の進展により経営者がこれまでになかった交

代の脅威にさらされている事実（Muravyev 2001*）

を明らかにしている．ウクライナについてはコーポ

レートガバナンスの効率性の指標として経営者交代

を論じているが，その基底にあるのは，旧ソ連にお

いては社会主義時代の経営者は市場経済に適合した

能力も技能も欠如しており，その交代がコーポレー

トガバナンスの問題を解決するために不可欠である

という認識である．旧ソ連以外では，チェコ，スロ

ヴァキア，スロヴェニアを対象に，経営者交代と企

業パフォーマンスの関係が論じられている（Claes-

sens and Djankov 1999* ; Eriksson 2005* ; Knezevic

and Pahor 2004*）．Claessens and Djankov（1999*）は，

チェコの民営化が一斉同時の民営化であったために，

国営企業時代の経営者がそのまま民営化後の企業の

経営者となり，経営者の交代がなく，また，市場経

済に適応できるスキルをもつ経営者も労働市場にも

見当たらなかった移行初期のチェコを分析して，新

しい経営者の出現の必要性を論じている．Eriksson

（2005*）は，経営者層の労働市場が発達していない

問題を経営者の交代，報酬制度と結びつけて分析し

ている．Knezevic and Pahor（2004*）はスロヴェニ

ア企業の強いインサイダー所有に着目し，インサイ

ダー企業の場合は取締役会の交代は少なく，所有者

の変更が企業業績に重要なインパクトを与えると論

じている．これらは，移行諸国の市場の機能として，

経営者交代が企業パフォーマンスという市場経済の

指標に連動するかを問うているという点で，市場経

済の発展という移行の基準を持っている．

3. 2. 4 問題群と文献属性の相関関係に関する仮説

これまで，基本抽出文献を 3つに分類し，それぞ

れの分類を概観してきた．こうした基本抽出文献が

対象とする問題群に対して，論文属性はどのように

関係するだろうか．社会主義的遺制にとっての関心

は，問題群ごとに概観したように，同じ社会主義的

遺制でも人事労務管理施策問題群と文化的遺制問題

群とでは，その研究対象も性格も大きく異なる．前

者は，非常に具体的でフォーマルな制度を取り扱っ

た研究であるが，後者はインフォーマルな制度を扱

っている．単純化して，前者が問題としている遺制

を制度遺制，後者が問題としている遺制を文化的遺

制と名付けよう．当然，両者の論拠は異なると想定

できるし，その研究土壌にも違いが見られるはずで

ある．ここで想定する研究土壌の違いは，米国流

HRM研究の土壌と欧州比較 HRM研究の土壌の違

いである．Brewster（2006, 2007）は，米国流 HRM

施策を最善の策とするユニヴァーサリスト・パラダ

イムに対比させ，欧州的比較 HRM研究をコンテク

スチュアル・パラダイムと位置づけている10）．米国

流 HRMをベンチマークとして，欧州移行経済諸国

の人事労務管理との距離を測ろうとする研究は，資

本主義の多様性，人事労務管理の多様性を示唆する

ことを意図するのではなく，米国流 HRMへの収斂

を追求する．そうならば，社会主義的遺制という地

域の固有性を研究対象にする場合，制度的遺制にし

ても，文化的遺制にしても Brewsterを引用し，コ

ンテクスチュアル・パラダイムを意識する研究者は

多くなると想定できる．また，文化的遺制について

は Hosfstedeの文化的多様性論があげられるだろう．

しかし，グローバルスタンダード（米国的価値観）へ
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の収斂を前提とした議論と，欧州移行経済諸国のな

かでも様々な価値観が併存し多様性をもつという議

論とは，同じ文化的多様性を論じながらも，収斂論

と分岐論の違いを解消してはいないし，両者とも資

本主義の多様性，人事労務管理の多様性を示唆する

ことを意図するものとして同一視するわけにはいか

ない．それゆえ，前者を代表するものとして米国流

HRM研究の土壌をもつ研究者所属機関所在地を米

国と英国と想定することは，乱暴ではあるにしても，

その所在地属性を検討対象に入れた分析が必要にな

ることを鑑みれば許容されうるのではないかと思わ

れる．制度的遺制研究と文化的遺制研究との間の資

本主義の多様性，人事労務管理の多様性への着目の

質的違いも含め，制度的遺制研究と文化的遺制研究

は，資本主義の多様性，人事労務管理の多様性に相

対的に着目する度合いが強いかどうかを検証してみ

たい．この検証は，それゆえ，Brewsterあるいは

Hofstede の引用の有無，第一筆者所属機関所在地

といったコードで確かめたい．

また，前述のように人事労務管理諸施策の移行を

論じている論文では，ロシアを対象としている論文

が最も多かった．社会主義的人事労務管理手法が，

ソ連型計画経済管理手法の波及であるとするならば，

当然，そのソビエト的伝統は旧ソ連地域において色

濃く残っているだろう．また，社会主義的人事労務

管理は，社会主義時代から引き継いだ伝統的産業に

おいて色濃く表れると推察できる．逆にいえば，市

場経済化以降に勃興した産業にある企業では，準拠

する既存の人事労務管理施策を持たず，社会主義的

人事労務管理の影響は小さいと想定できる11）．これ

は，基本抽出文献の研究対象国と問題群との関係，

研究対象産業と問題群の関係から検証できるだろう．

また，文化的遺制は，ソビエト的伝統以上に，旧

社会主義国に普及した社会主義的イデオロギーに深

く結びつくもので，社会主義を経験した国で共通に

見られる現象であると想定するならば，研究対象地

域如何に関わりなく，欧州移行経済諸国で広く観察

できる遺制であると考えられる．それゆえ，文化的

遺制という観点は，旧ソ連諸国に限らず，欧州移行

経済諸国全般に関わる問題であり，それへの着目度

合いは研究対象産業に左右されないとの仮説が立て

られよう．

ただし，旧ソ連から距離的に離れ，EU加盟が早

かった中欧地域では， EU経済に組み込まれたこと

による経営・管理の EUへの収斂から，社会主義的

遺制への着目は低下するとも言えるのではないだろ

うか．論文発表時に研究対象が EU加盟をしている

か否かと，論文が対象とする問題群との関係から検

証できるだろう．

以上の仮説をまとめると，以下のとおりになる．

H1：社会主義的遺制研究は，資本主義の多様性，

人事労務管理の多様性に相対的により着目し，

それらによって移行経済諸国の人事労務管理

制度を説明しようとする．

H2：欧州移行経済を文脈とする人事労務管理研究

においては，旧ソ連を対象とする研究はそう

でないものよりも強く制度的遺制に着目する．

H3：欧州移行経済を文脈とする人事労務管理研究

においては，社会主義時代から引き継いだ伝

統的産業に関する研究はより強く制度的遺制

に着目する．

H4：欧州移行経済を文脈とする人事労務管理研究

においては，文化的遺制は旧ソ連諸国に限ら

ず欧州移行経済諸国全般の問題であり，研究

対象産業に左右されることなく着目される．

H5：研究対象国の EU加盟は，社会主義的遺制研

究を減退させる．

これらの仮説を検証するため，文献属性に基づい

た定量分析を行う．第 2節・第 3節で描いてきた対

象論文の特性を抽出し，それらが各論文の結論たる

制度成立の説明要因とどのような関係を有している

のか，を検討するものである．各論文の有している

属性を抽出したものをとりまとめると，それは表 5

のようになる．

各論文は既述のように，3通りのテーマ的帰結に

分類される．制度的遺制に着目するか・文化的遺制

を重視するか，はたそのほかの要因を考察するのか，

という判断を行った．各論文がどのように判断され

たか，という分類については堀江・雲（2014）の補遺

を参照されたい．以下，論文の属性が説明要因を確

定させる上でどのような関係を有しているか，とい

うことを検証する．

4．文献属性と移行要因評価の相関関係

基本抽出文献を 3通りのテーマ的帰結，つまりは，

制度的遺制，文化的遺制，その他の遺制，に分類す

る．それぞれの分類と論文属性との関係の検証を，

制度的遺制に関してはモデル 1，文化的遺制につい
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てはモデル 2，その他の要因についてはモデル 3と

して，それぞれの分類と論文属性との関係の検証結

果を表 6で示している．分析は被説明変数が二値で

あるためロジット分析に依る．但し説明変数が全て

ダミー変数であることを考慮し，単純回帰分析も行

った．ロジット分析で有意な係数を得た変数が単純

回帰分析において有意でなくなることはほとんどな

く，定性的に結果は同様であり，概ね結果の頑健性

を確認出来たと言える．以下，ロジット分析の結果

に従って解釈を行う．

さて，3つの問題群のうち，「その他の問題群」

については，製造業ではこれをもって説明すること

は無いとする否定的なもの以外，有意な結果は見ら

れず，かつ，推定式全体として有意ではなかった

（Prob>Chi2=0.104）ことを，最初に断っておきた

い．我々が注目する 3つの問題群のうち，制度遺制

と文化遺制に関する問題群については，興味深い検

証結果がでた．

Brewsterを引用する論文は，社会主義的人事労

務管理の遺制へ着目する頻度が相対的に高く，Hof-

stedeを引用するものはその頻度が低い．そして，

Hofstede を引用する論文は，文化的遺制問題群へ

の着目度合いが相対的に強く，社会主義的人事労務

管理の遺制に着目する頻度はそれを引用しないもの

と比較して低かった．ここで重要なのは，Brew-

sterを引用する論文は社会主義的人事労務管理に

着目する度合いが有意に大きいと同時に，文化的遺

制との相関性は見られないことである．そして，第

一筆者が米国および英国や欧州移行経済諸国を勤務

地としている論文は，社会主義的人事労務管理の遺

制への着目度合いは相対的に低い．一方で，第一筆

者が米国および英国や欧州移行経済諸国を勤務地と

している論文は，文化的遺制問題群への着目度が相

対的に強いと言える．米国および英国や欧州移行経

済諸国を勤務地としている研究者は，制度遺制に着

目しないものの，文化的遺制に強く関心をもつこと

がわかった．

米国・英国を勤務地とする論者も，欧州移行経済

諸国を勤務地としている論者も，文化的な違いを意

識するものの，社会主義的人事労務管理の遺制への

着目に結びつかないのは，米国流人事労務管理施策

は適応できるかできないかの二者択一であると考え，

施策における多様性を求めない一方で，制度的遺制

ではなく文化的な差異こそがグローバルな価値観の

浸透とそれに基づく人事労務管理施策の実施を阻ん

でいると考えるゆえではないかと思われる．制度移

植のホスト国側である欧州移行経済諸国にとっても，

HRM研究そのものが市場経済化以降に英米の教科

書からもたらされたことを鑑みれば，英米流に追随

する研究が現れても不思議ではない．また，それは，
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研究タイプ

最大値最小値平均

分析に導入した変数の記述統計．観測数=83．

表 5．分析に導入した変数の記述統計

第一著者の立地（デフォルトカテゴリ：英米以外の欧州）

100.27その他

100.33文化的遺制

100.41制度的遺制

00.49旧ソ連

対象地域（デフォルトカテゴリ：バルト）

100.31移行諸国

100.48英国または米国

00.024鉱業・電気・ガス・熱供給・水道

対象産業分野（デフォルトカテゴリ：産業を対象としない［規範的等］）

100.24南東欧

100.34中欧

1

引用文献（デフォルトカテゴリ：引用なし）

100.96現代的三次産業（IT・金融・不動産・科学技術・教育・保険衛生）

100.06伝統的三次産業（卸・小売・宿泊飲食・公務）

100.31製造業・建設業

1

出所） 筆者作成．

100.65刊行時 EU未加盟国を対象に含む

100.24Hofstede

100.2Brewster



米国・英国を勤務地とする論者にとって，多様な資

本主義（VoC）や多様な人事労務管理を導きだす思考

ではなく，米国流の価値観や人事労務管理施策と移

行国の価値観や人事労務管理施策との距離感を計る

二極的思考からくるものではないかと想定されうる．

英国を除く欧州を勤務地とする論者は，文化的遺制

問題群への着目度合いが相対的に低いものの，社会

主義的人事労務管理の遺制への着目度が相対的に高

い．このことは，その逆説として，英国を除く欧州

を勤務地とする論者が，欧州の文化的多様性を当然

のことと認識する一方で，人事労務管理制度の社会

主義的遺制こそが伝統的欧州と欧州移行経済諸国と

欧州移行経済における社会主義的遺制と人事労務管理 67

−0.56刊行時 EU未加盟国を対象に含む

0.49−0.680.79−0.540.0013.660.843.060.005−2.780.94−2.61

表 6．検証結果

1.071.4定数項

0.3−1.030.76−0.780.051.990.891.780.417−0.810.69

制度的遺制によって説明を行う論文
（モデル 1）

分析 1：ロジット分析

対数尤度：−44.16

0.141.491.542.290.001−3.71.84−6.790.191.31

係数説明変数（論文属性）

その他要因によって説明を行う論文
（モデル 3）

文化的遺制によって説明を行う論文
（モデル 2）

標本数：83

対数尤度：−38.81対数尤度：−32.66

第一著者の立地（デフォルトカテゴリ：英米以外の欧州）

P> z z値標準誤差係数P> z z値標準誤差係数P> z z値標準誤差

Prob>Chi2：0.02

標本数：81標本数：83

−1.740.72−1.25英国または米国

Pseudo R-sq.：0.38Pseudo R-sq.：0.21

Prob>Chi2：0.104Prob>Chi2：0.001

0.038−2.070.83−1.72移行諸国

0.99−0.010.79−0.0070.0731.791.041.870.081

Pseudo R-sq.：0.18

対象地域（デフォルトカテゴリ：バルト）

0.92−0.10.87−0.0890.0172.391.192.85

1.140.486−0.70.72−0.5旧ソ連

0.992.960.363−0.910.79−0.72中欧

0.23−1.21.25−1.490.21.280.89

1.270.931.170.8750.160.820.13南東欧

0.047−1.991.37−2.730.0032.96

対象産業分野（デフォルトカテゴリ：産業を対象としない）

0.14−1.481.41−2.090.21

0.450.751.891.420.525−0.641.76−1.12鉱業・電気・ガス・熱供給・水道

−1.360.33−0.970.78−0.750.0052.820.641.79製造業・建設業

（omitted）0

1.19−0.860.191.311.061.390.618−0.50.93−0.46伝統的三次産業

0.069−1.820.75

−0.380.69−0.260.131.520.711.080.228−1.20.61−0.74現代的三次産業

0.47−0.72

引用文献（デフォルトカテゴリ：引用なし）

0.71

Hofstede

0.17−1.390.97−1.340.65−0.460.95−0.440.0631.860.791.48Brewster

−0.12刊行時 EU未加盟国を対象に含む

0.56−0.590.13−0.07604.250.110.490.003−3.030.14−0.41

出所） 筆者作成．

0.210.73定数項

0.45−0.760.13−0.0980.071.850.120.210.4−0.840.14

制度的遺制によって説明を行う論文
（モデル 1）

分析 2：OLS

自由度修正済決定係数：0.12

0.0013.480.190.680.02−2.320.18−0.410.0013.5

係数説明変数（論文属性）

その他要因によって説明を行う論文
（モデル 3）

文化的遺制によって説明を行う論文
（モデル 2）

標本数：83

自由度修正済決定係数：0.17自由度修正済決定係数：0.31

第一著者の立地（デフォルトカテゴリ：英米以外の欧州）

P> z t 値標準誤差係数P> z t 値標準誤差係数P> z t 値標準誤差

Prob>Chi2：0.05

標本数：83標本数：83

−1.510.14−0.21英国または米国

F 値：4.01F 値：1.89

Prob>Chi2：0.31Prob>Chi2：0.0001

0.06−1.910.16−0.31移行諸国

0.94−0.070.13−0.0090.071.870.120.220.14

F 値：1.18

対象地域（デフォルトカテゴリ：バルト）

0.78−0.290.15−0.040.012.580.130.35

0.150.77−0.290.14−0.041旧ソ連

0.130.390.48−0.710.15−0.11中欧

0.42−0.810.13−0.110.221.250.12

1.130.140.160.840.210.170.035南東欧

0.042−2.070.14−0.290.0023.15

対象産業分野（デフォルトカテゴリ：産業を対象としない）

0.22−1.240.16−0.190.26

0.340.960.310.30.61−0.510.37−0.19鉱業・電気・ガス・熱供給・水道

−0.210.21−1.280.1−0.130.0072.80.120.33製造業・建設業

0.75−0.320.35−0.11

0.17−0.090.211.270.150.190.57−0.570.18−0.104伝統的三次産業

0.07−1.830.11

−0.230.1−0.020.061.950.090.180.16−1.430.11−0.15現代的三次産業

0.6−0.53

引用文献（デフォルトカテゴリ：引用なし）

0.82

Hofstede

0.32−1.010.14−0.140.41−0.830.12−0.1020.11.650.150.24Brewster



の違いを決定づける論点であると認識しているから

であると解釈できる．このことから，H1は一部を

棄却され，制度的遺制研究と文化的遺制研究とは，

共通して資本主義の多様性・人事労務管理の多様性

を支持するものではなく，文化的遺制研究では，多

様性よりも収斂を念頭に，グローバルスタンダード

との距離感としての文化的価値観の違いを明らかに

するというスタンスが根底にあることを示唆してい

る．

人事労務管理施策問題群は，他に比較して社会主

義時代からの伝統的産業に分類することが許容され

るであろう製造業において説明される頻度の高いこ

とが，明確に検証できた．ただし，研究対象国の相

違が人事労務管理施策問題群をどのように解釈する

か，という関係については有意な検証結果はでなか

った．すなわち旧ソ連地域の人事労務管理が制度的

遺制によって説明されるとする仮説 H2は棄却され

たのであるが，伝統的産業の状況が制度的遺制によ

って説明されることが多いとする仮説 H3は，支持

された．H2が支持されなかったことは逆に，社会

主義的人事労務管理遺制は，どの欧州移行経済国で

も研究対象となりえるものであった，と解釈するこ

とも出来る．

文化的遺制問題群では，中欧諸国を対象とする研

究や EU加盟前の地域を対象とする研究で注目され

るという結果がでた．旧ソ連に限らず，文化的遺制

は広く欧州移行経済諸国においても，重要な課題で

あると目されてきたと言える．それゆえ，文化的遺

制は旧ソ連諸国に限らず欧州移行経済諸国全般の問

題であり，研究対象産業に左右されることなく着目

されると想定した H4は支持される結果となった．

ただし，研究対象国の EU加盟の影響は，文化的遺

制が与える影響については顕著であったと言えるこ

とから，今後も文化的遺制が欧州移行諸国の人事労

務管理研究に関して共通の社会主義的遺制として論

じられることが趨勢的に減少していく可能性があろ

う．その点，文化的遺制に関しては，研究対象国の

EU加盟が社会主義的遺制研究を減退させるとする

仮説 H5が支持されると見てよいであろう．ただし，

制度的遺制研究において研究対象国が EUに加盟し

ているか否かが有意でなかったことは，現在でも研

究の潮流全般として社会主義的人事労務管理施策の

遺制が論じられ続けていることからしても，欧米の

人事労務管理と分岐する欧州移行経済諸国の人事労

務管理の共通の特色として制度的遺制は重要な研究

対象であることを示しているものと思われる．

5．おわりに

欧州移行経済諸国の人事労務管理における社会主

義的遺制を考察することは，欧州人事労務管理研究

の文脈を強く意識して各地域・各国の人事労務管理

の違いに着目することになり，各地域・各国のコン

テクストを重視することになる．製造業は社会主義

体制の重要な産業部門であり，社会主義的遺制が色

濃く残る産業部門としてのイメージが強い．そうし

た産業部門である製造業を中心とした伝統的産業で

は，旧社会主義的遺制を強く意識した研究が見られ

た．

社会主義的人事労務管理の制度遺制において，製

造業に着目する研究が，その頻度において相対的に

多いことは，本稿の検証で示すことができた．一方，

旧ソ連を研究対象とする論文において社会主義的遺

制への着目することの強さが特に示されたわけでは

ない．その意味で，旧ソ連地域の人事労務管理が制

度的遺制によって説明されるとする仮説 H2は該当

しないと判断されるわけだが，このことは逆に，社

会主義的遺制が，そのモデルのプロトタイプを有す

る国・地域だけでなく，欧州移行経済諸国全体にと

っていまだに重要であることを意味するものである

とも言いうるであろう．米国，英国が第一筆者所属

機関所在地である場合は，人事労務管理施策問題群

を重視しないことは明確になったが，同時に，欧州

移行経済諸国が所属機関所在地の場合も同様に人事

労務管理施策問題群を重視していないという結果と

なったことは意外であった．

欧州移行経済諸国が 25年の移行を経ても，そし

て多くの国々が EUに加盟してもなお，いまだに社

会主義時代に形成され継承した文化・価値観や人事

労務管理施策は欧州移行諸国にとって研究すべき課

題として論じ続けられている．社会主義的人事労務

管理の遺制の影響は，欧州移行経済諸国共通の特色

として，その他欧州諸国の人事労務管理とは区別さ

れ，欧州人事労務管理の多様性を浮き彫りにし，そ

の独自な性格の研究は今後も論じられていくであろ

う．

ただし，市場経済化以降に勃興した現代的産業に

おいては，社会主義的遺制への関心が低いこと，同

じ国を対象としつつも，社会主義的遺制の影響の評

価は，制度遺制と文化的遺制によって異なり，EU

経済との質的な統合が進むにつれ，社会主義的な文
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化的遺制を根拠にした分岐論は影を潜める可能性が

あることなど，社会主義的遺制を焦点にできる対象

が限定されていくことも予想される．

それでも，欧州移行経済諸国の人事労務管理研究

では，この地域における経営や人事労務管理施策に

見られる社会主義時代の制度遺制が重要な移行の出

発点であり，それが欧州移行経済諸国の人事労務管

理研究を特色のあるものにしているということが，

本研究の最も重要な示唆である．

（富山大学極東地域研究センター・
一橋大学経済研究所）

注

＊ 本稿は，科学研究費補助金基盤研究（A）「比較

移行経済論の確立：市場経済化 20 年史のメタ分析」

（課題番号：23243032）の研究成果である．本研究にあ

たっては，岩﨑一郎教授（一橋大学）から貴重な示唆を

頂いた．2014年 7月 31日の一橋大学経済研究所定例

研究会では討論者の神林龍教授，そして森口千晶教

授・都留康教授らから有益なコメントを頂いた．文献

調査においては，一橋大学経済研究所の吉田恵理子研

究支援推進員及び資料室スタッフの方々から多大な助

力を得た．謹んで謝意を表したい．

1） 本稿では，引用の際，後述する基本抽出文献に

ついては，出版年の後ろに *を表示し，紙面の制約上，

本稿参照文献欄には記載しない．本稿の分析対象とな

る基本抽出文献の文献一覧については，堀江・雲

（2014）を参照されたい．

2） このことは，市場経済への移行において「制度

の真空」はなく，「ポスト社会主義の経路は，以前の

経済・政治秩序がなお行動の期待と型を形成するとい

う密度の濃い複雑な制度の遺産に著しく依存する」

（Nielsen et al. 1995, p. 4）とする経路依存性の議論と共

通する問題設定である．

3） 米国流 HRM研究のコンセプトに対抗した欧州

型 HRM研究におけるコンテクスチュアル・アプロー

チは，CRANET（Cranfield Network on Comparative

Human Resource Management）によって欧州移行諸国

においても研究が進められてきたが，それらがすべて

移行問題を取り扱っているわけではない．たとえば，

Poor et al.（2011）や Gurkov et al.（2012）は，基本抽出文

献から排除した文献で，移行要因を研究に含めている

わけではない．

4） 他に，Horwitz（2011*）が中東欧諸国における多

国籍企業の HRMのコンテクストを重視したサーベイ

を行っている．また，Napier and Vu（1998）は，途上

国と移行国の国際 HRMをレビューしており，Puffer

and McCarthy（2011）やMcCarthy & Puffer（2013）らは，

HRMに限定せずロシアのビジネス・経営研究につい

ての大局の視座を提示している．また，Michailova et

al.（2009）は，移行コンテクストに関連するサーベイを

提示している．

5） 中東欧諸国のみを対象とし，中国やベトナムな

どの社会主義国を含めなかったことは，本稿の限界で

もあるが，含めるべきでない理由もある．第一に，西

側人的資源管理の移植もしくは西側流人事労務管理へ

の移行という場合に，できるだけ欧米の人事労務管理

研究の文脈を基準にするためである．中国などの人的

資源管理では，欧米流人的資源管理だけでなく，日本

的人的資源管理などがトピックに挙がりやすい．一方，

今回抽出した論文において，日本の多国籍企業の子会

社を分析の一部に入れている論文はあるものの，日本

の多国籍企業の本社人事労務管理手法の移植をメイン

として捉えて分析している研究はなかった．また，中

国を検索語に入れた途端，膨大な論文が抽出され，中

東欧諸国全体に対する中国一国を対象とした論文数の

バランスが著しく欠けるためである．このことは，巨

大な市場をもち，世界経済を牽引する中国経済・ビジ

ネスへの関心の高さを反映するものであり，それに比

べての中東欧諸国における人的資源管理研究の不足を

嘆く理由となっている．

6） 本稿では，人事労務管理という場合，伝統的な

personnel management と HRM 双方を含む大枠の制

度として捉える．特に HRM 勃興以前の personnel

managementを指摘する場合には，それを伝統的人事

労務管理と呼び，社会主義時代の personnel manage-

mentは，社会主義人事労務管理と名付ける．

7） 社会主義企業の人事管理の特徴は，これら以外

に，Gurkov（2013）, Gurkov and Settles（2013*）, Lucas

et al.（2004*）, Weinstein and Obloj（2002*）などに特徴的

に論じられている．

8） 欧州復興開発銀行の定義では，スロヴェニアは

中欧諸国に分類され，東南欧には含められていないが，

本稿では独自の自主管理の伝統を旧社会主義時代に持

っていた旧ユーゴスラビア諸国を東南欧諸国と位置づ

けるため，スロヴェニアも東南欧に含めている．

9） ETEsを対象とし，移行問題を分析に含めてい

る論文のなかには，収斂/分岐論争を射程に入れてい

る論文が少なからずある．Alexashin and Blenkinsopp

（2005*）, Horwitz（2011*）, Poor and Milovecz（2011）,

Svetlik et al.（2007*）など．ただ，何に収斂するのか，

何によって分岐するのか，議論は様々である．

10） なんらかの計量的手法を適用している研究と

エビデンス重視の記述的研究との研究スタイルの違い

が問題群との関係で何らかの影響を与えているかもし

れないと想定し，分析を試みたが，有意な結果はでな

かった．堀江・雲（2014）の補遺を参照されたい．

11） 研究対象企業が多国籍企業を含む外国資本で

あるかも，なんらかの影響を与えていると想定できる

が，有意な結果は現れなかった．堀江・雲（2014）の補

遺を参照されたい．
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